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人口構造の変化

○ 我が国は2008年が人口のピーク（約1億2,808万人）であったが、現在は人口減少、高齢化の局
面。今後、人口減少が進み、2050年～2055年頃に１億人を切る見通し。

○ 九州においては2001年が人口のピーク（約1,345万人）であり、以降は人口減少局面。他方、
人口減少の早さは日本全体とほぼ等しい。

【日本全体の人口構造の推移】 【九州における人口構造の推移】

（注）2015年までは実績、2020年以降は2013年時点の推計値。そのため、2015年と2020年とは厳密には接続していない。
（出典）人口推計（総務省）、日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所、平成25年3月） 等、九州運輸局調べ
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過疎化により地方部で深刻化する高齢化

※平成２８年度版 過疎対策の現況（総務省過疎対策室）より抜粋

過疎地域の年齢階層別人口構成比の経年変化（S35~H27）

現居住地の将来的な不安
（特に感じること）（居住地別）

現居住地の将来的な不安
（特に感じること）（全体）

○ 過疎地域の高齢化率は昭和35年以降一貫して上昇し、全国平均を約１０％上回る。

○ 平成27年の過疎地域の年少人口は昭和35年の約1/6に減少する一方、高齢者は2倍以上に増加。

○ 公共交通が減少し、自家用車依存の生活を迫られることへの将来不安が特に地方部で顕著。

5



都市・地方部で格差のある交通機関分担率

移動の交通手段別構成比

三大都市圏：さいたま市、千葉市、東京区部、横浜市、川崎市、名古屋市、京都市、大阪市、神戸市やその周辺都市を含む29都市
地方都市圏：札幌市、仙台市、広島市、北九州市、福岡市、宇都宮市、金沢市、静岡市、松山市、熊本市、鹿児島市、弘前市、盛岡市、

郡山市、松江市、徳島市、高知市やその周辺都市を含む41都市
資料：国土交通省都市局「平成27年全国都市交通特性調査」
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○ 分担率についても、鉄道・バスともに、三大都市圏の方が公共交通の割合が高い。

○ 一方、地方都市圏では、公共交通の分担率が大きく下がる。



都市・地方部で格差のある交通機関分担率（年齢別）

三大都市圏：さいたま市、千葉市、東京区部、横浜市、川崎市、名古屋市、京都市、大阪市、神戸市やその周辺都市を含む29都市
地方都市圏：札幌市、仙台市、広島市、北九州市、福岡市、宇都宮市、金沢市、静岡市、松山市、熊本市、鹿児島市、弘前市、盛岡市、

郡山市、松江市、徳島市、高知市やその周辺都市を含む41都市
資料：国土交通省都市局「平成27年全国都市交通特性調査」
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○ 年代問わず地方部における自動車分担率は高くなっている。

○ 地方部では80歳以上においても5割を超える自動車分担率となっている。

○ 一方で、地方部では70歳以上の高齢者のバス分担率が他の年代と比して高い。
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乗合バスの現状①

○ 路線バスの延べ路線キロは全国・九州ともに増加傾向。九州は、平成27年は平成12年比で
+40.1%となっている。

○ 他方、輸送人員推移は減少傾向。全国では平成23年で底を打ち増加傾向にある一方、九州は
一貫して減少傾向にある（減少のスピードはほぼ人口見合い）。ニーズに応じて増加してきた路
線網に対して、利用がついてきていない状況（より一層の利用促進を図る必要）。

【延べ路線キロ推移（全国と九州）】

（注）上記の数字は高速バスを含み、小規模事業者が行う乗合事業を含まないことに十分留意する必要。
（出典）延べ路線キロ推移：数字で見る自動車2017、九州における乗合バスの概況 輸送人員推移：自動車輸送統計年報、九州における乗合バスの概況

H12 H27

全国 304,023 510,252 +67.8%

九州 41,657 58,358 +40,1%

(km) (km)
【輸送人員推移（全国と九州）】

H12 H27

全国 562,214 467,588 ▲16.8%

九州 5,058 4,565 ▲9.7%
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乗合バスの現状②

○ 乗合バス事業については、全国では全体の約66%が赤字事業者。九州に限れば9割以上の事
業者が赤字となっている。

○ 乗合バスの確保維持に向けては、乗合バス事業の生産性向上の取組みとともに、真に、地域
住民の方々が使うバスとなるため、利用促進を図ることが喫緊の課題。

【全国の乗合バス事業者の収支状況】 【九州の乗合バス事業者の収支状況】

（注）上記は乗合バス事業のみを評価したものであるため、事業者そのものの（不動産等他事業も含めた）収支状況とは異なることに留意する必要。
（出典）平成２８年度乗合バス事業の収支状況について（平成29年11月29日国土交通省報道発表資料）
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鉄道の現状
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○ 全国で見ると、鉄道旅客数量は平成12年以降増加傾向にある。特に定期外（通勤、通学以外）
利用の利用増が目立って増加傾向。

○ 九州においては、平成12年度以降、鉄道の旅客数量は減少傾向にあったものの、近年は持ち
直している。なお、足許においては、定期利用が定期外利用を上回っている。

【全国の旅客数量推移（H12を100とした場合）】 【九州の旅客数量推移（H12を100とした場合） 】

（出典）鉄道輸送統計年報（国土交通省）
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【参考】平成１２年以降、九州における開業・廃止した鉄軌道

○開業：九州新幹線（H16.3.13 新八代～鹿児島中央、H23.3.12 博多～新八代）、福岡市営地下鉄七隈線（H17.2.3）

○廃止：西鉄北九州線（H12.11.26 黒崎駅前～折尾）、西鉄宮地岳線（H19.3.31 西鉄新宮～津屋崎）、
高千穂鉄道高千穂線（H19.9.6 延岡～槇峰、H20.12.28 槇峰～高千穂）、島原鉄道島原線（H20.3.31 島原外港～加津佐）



タクシーの現状
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○ 全国、九州ともに、乗用タクシーの日車営収は近年回復傾向。他方、輸送人員については減少
傾向にある。

○ 需要サイドの状況変化に加え、供給サイドにおいても、稼働台数の減少、ドライバーの高齢化
が進行している。

【日車営収推移（全国と九州）】 【輸送人員推移（全国と九州）】

（注）法人タクシーのみ。
（出典）ハイヤー・タクシー年鑑（全国）、九州運輸要覧（九州） 等
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高齢者の運転免許保有者数及び交通事故件数について
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○ 75歳以上の運転免許保有者数は年々増加してきており、今後も増加の見込み。

○ 死亡事故件数が年々減少する中、75歳以上の高齢運転者による死亡事故件数は微増傾向。ま
た、年齢層別免許保有者10万人当たりの死亡事故件数（平成27年）をみると、75歳以上は9.6件
と、その他の年齢平均（4.0人）の倍以上となっている。

（出典）高齢運転者交通事故防止対策に関する有識者会議資料（第１回及び第３回、警察庁提出）、
（注）平成29年以降の数値については運転免許保有者数逓減率による推計（平成29年２月実施）
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道路交通法の一部を改正する法律と免許返納について
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○ 平成27年に道路交通法が改正。現在、75歳以上の運転者については①免許更新時の認知機
能検査に加え、一定の違反行為があった場合は臨時で当該検査を実施し、②当該検査で認知症
のおそれが認められた場合は医師の診断を受け、認知症と判断されれば免許取消しとなる。

○ 法改正の内容に加え、免許返納者の増加も踏まえれば、高齢者の足の確保が一層の課題。

（出典）福岡県警察資料、運転免許統計（平成28年度版）
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高齢者の１日移動回数の推移及び自動車利用回数の推移
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○ １日あたり移動回数を見ると、20代のトリップは減少傾向にあるのに対し、60代、70代のトリップ
は増加傾向。人口の４割を占める高齢者がアクティブに生きることが、我が国の活力に直結。

○ 地方都市圏において自家用車を利用する回数の多い50代の世代は、今後高齢世代に移行して
いくこととなるが、これらの世代の外出回数を維持しながら公共交通利用にシフトするためにも、
免許返納対策の取組みや地域公共交通の維持活性化が特に重要。
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（出典）都市における人の動きとその変化～平成２７年全国都市交通特性調査集計結果より～（国土交通省都市局都市計画課都市計画調査室）
（注）統計上、「地方都市圏」には、九州内の都市として、北九州市、福岡市、太宰府市、熊本市、鹿児島市、諫早市、臼杵市、人吉市が含まれる。
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高齢者の移動手段の確保を巡る最近の動き
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○ 日 時：平成28年11月15日

○ 安倍総理からの３点の指示

・改正道路交通法の円滑な施行
・社会全体で高齢者の生活を支える体制の整備
・更なる対策の必要性の検討

高齢運転者事故防止対策に対する政府全体の取組

1. 高齢運転者による交通事故防止対策に関する関係閣僚会議

2. 高齢運転者交通事故防止対策ワーキングチーム

○ 高齢運転者による交通死亡事故の発生状況等を踏まえ、高齢運転者の交通事故防止対策に
政府一丸となって取り組むため、以下の会議を開催

○ 日 時：第１回 平成28年11月24日
第２回 平成29年 1月18日
第３回 平成29年 3月28日

○ 高齢運転者の交通事故防止について、関係行政機関における更なる対策の検討を促進し、
その成果等に基づき早急に対策を講じるため、交通対策本部の下に設置

○ 平成29年6月30日に「高齢運転者による交通事故防止に向けて」をとりまとめ、平成29年7月
7日に交通対策本部において、WTのとりまとめ内容を推進していくことを決定。 17



「高齢運転者による交通事故防止対策について」（交通対策本部決定）
に基づく３０年度中の取組状況に関するフォローアップ（概要）

平 成 ３ １ 年 ４ 月 ２ ４ 日
高齢運転者交通事故防止対策
ワ ー キ ン グ チ ー ム

１．改正道路交通法の円滑な施行

２．高齢者の移動手段の確保など社会全体で生活を支える体制の整備

３．高齢運転者の特性も踏まえた更なる対策

【数値目標】 80歳以上の高齢運転者による事故死者数 32年までに200人以下

平成30年中の事故死者数は266人 （平成29年中は242人）

○ 医師の診断体制の確保に向けた警察と医師会等の連携強化～協力医師約6,600人を確保（30年末現在）～

○ 認知症早期診断・対応に向け、警察（一部府県）と地方公共団体福祉部局との情報提供制度の運用等を実施

（１） 有識者会議の提言を踏まえた今後の方策
○ 運転適性相談窓口の役割を拡充し、安全運転の助言等を実施・運転免許証を自主返納しやすい環境の整備
○ 運転リスクが特に高い者への実車試験・限定免許制度の導入の可否等についての調査研究を実施

（２） 「安全運転サポート車」（サポカーＳ）の普及啓発
○ サポカーＳの広報活動・体験機会等の拡充（「サポカーポータルサイト」におけるコンテンツの充実等）

○ 衝突被害軽減ブレーキについて、我が国が国際基準化を主導し、今年６月に国連で国際基準が採択される見込み。併せて、乗用車
を対象とした性能認定制度を創設。

○ ペダル踏み間違い時加速抑制装置について、自動車アセスメントにおける評価開始
（３） 高速道路における逆走対策の一層の推進

○ 新たな逆走対策技術について現地展開を開始
（４） 普及啓発の推進

○ 新たに「高齢運転者交通安全推進事業講習会」を実施

○ 介護・福祉と関連した輸送サービスの制度整理のためのパンフレットの改訂に取組む等、介護サービスと輸送サービスの連携強化を
推進

○ 地方公共団体及び運送事業者と連携したマイナンバーカードを活用した公共交通の割引料金計算、精算等の自動化について一部市
町村で実運用開始

＜今後に向けて＞
「平成32年までに200人以下」との目標達成に向け、人的要因として操作不適が多い等の最近の高齢運転者による交通事

故の特性等を踏まえつつ、政府一体となって高齢運転者の交通事故防止対策を更に推進、継続的にフォローアップを行うとと
もに、施策の推進状況を踏まえワーキングチームを開催
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具体的方策

・高齢者の公共交通機関利用促進策に対する地方公共団
体の助成の働きかけ

・乗合タクシー等高齢者が利用しやすいサービスの導入
に向けた地方公共団体等との連携

・タクシーの相乗り促進
⇒ 配車アプリを活用した実証実験【平成29年度中実施】

・過疎地域におけるサービス維持のための取組

１. 公共交通機関の活用１. 公共交通機関の活用

・検討プロセスのガイドライン化
⇒ 市町村等が行う自家用有償運送の導入の円滑化

【平成29年度中実施】

・市町村が主体となる自家用有償運送の活用の円滑化

・地方公共団体等に対する制度の周知徹底

３. 自家用有償運送の活用３. 自家用有償運送の活用

・貨客混載の推進
⇒ 過疎地域における旅客運送と貨物運送のかけもち

【平成29年６月末までに結論】

・スクールバス等への混乗

２. 貨客混載等の促進２. 貨客混載等の促進

・ルールの明確化
⇒ 道路運送法上の「許可・登録を要しない輸送」について、

ガソリン代等の他に一定の金額を収受することが可能な範
囲を明確化 【平成29年度中検討・結論】

⇒ 営利を目的としない「互助」による輸送のためにNPOが自
治体の車両を活用するなど、輸送の対価に当たらない支援
を例示 【平成29年９月までに実施】

・実施にあたっての条件整備

・「互助」による輸送の導入に関する情報提供

４. 許可・登録を要しない輸送（互助による輸送）の明確化４. 許可・登録を要しない輸送（互助による輸送）の明確化

・介護サービスと輸送サービスの連携

⇒ 地域における運輸部門と福祉部門の連携強化
【速やかに周知】

⇒ 介護保険制度と連携した輸送サービスの明確化・
普及拡大 【平成29年７月までに実施】

５. 福祉行政との連携５. 福祉行政との連携

・地方運輸局の取組強化

・制度・手続等の周知徹底

・地域主体の取組の推進

６. 地域における取組に対する支援６. 地域における取組に対する支援

高齢者の移動手段の確保 （移動手段の拡大）

高齢者の移動手段の確保に関する検討会 中間とりまとめ概要 【2017年6月公表】
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旅客自動車運送事業（道路運送法）
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旅客自動車運送事業（事業の種類）
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自家用有償旅客運送事業（登録制）
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・高齢者の公共交通機関利用促進策に対する地方公共団体の助成の働きかけ

⇒ 自治体の施策情報を収集し、運輸局を通じ情報を共有

・乗合タクシー等高齢者が利用しやすいサービスの導入に向けた地方公共団体等との連携

⇒ 全国で4000台以上の乗合タクシーが運行中（平成28年度末調べ）。事業者・自治体の
連携を引き続き促進

・タクシーの相乗り促進
⇒ 配車アプリを活用した実証実験を実施（平成30年1月～3月）

・過疎地域におけるサービス維持のための取組

公共交通機関の活用公共交通機関の活用

・貨客混載の推進
⇒ 過疎地域における旅客運送と貨物運送との事業の「かけもち」を可能とする措置を実

施（平成29年8月通達、同年9月施行）

・スクールバス等への混乗
⇒ 地域公共交通の活性化及び再生の促進に関する基本方針に追記（平成30年4月）

貨客混載等の促進貨客混載等の促進

高齢者にやさしい公共交通の実現①
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○ 地方公共団体や交通事業者による、高齢者の利用促進策（対象範囲や支援の方法など）の
事例を収集

○ 都道府県警察等と連携しつつ、地方運輸局・運輸支局を通じて、地方公共団体や交通事業者
に対し、働き掛けを実施

東京都（シルバーパス）

【対象者】
次の条件の全てを満たしている方

（ア）東京都の区域に住所を有する方
（イ）70歳以上の方
（ウ）寝たきり等で経常的なバス利用が困難

でない方

【概要】

シルバーパスにより都営地下鉄、都バス、東
急バス、京王バス等の交通機関に東京都の
区域内の停留所（駅）相互間を乗車可能

高松市（ゴールドＩｒｕＣａ）

【負担金】
20,510円（※）（１年間有効）

※区市町村民税課税の方の場合。
非課税の方は1,000円。

【概要】

「ゴールドＩｒｕＣａ」を利用することにより、ＩｒｕＣａ（交通系ＩＣカード）を導入して
いる公共交通（電車・バス（コミュニティバスを含む。））の運賃が半額

【対象者】
高松市に在住する70歳以上の方

【負担金】
2,000円（半年間有効）

群馬県前橋市（移動困難者へのタクシー運賃助成制度）

【概要】

移動困難者向けにタクシー運賃の一部を支援する制度を実施。２人以上の
相乗り利用の場合、１人１乗車につき最大500円を支援。単独利用の場合、
２千円以下の場合は運賃の半額、２千円を超える場合は千円を支援

【対象者】
前橋市に住民登録しており、
次のいずれかの条件に該当する方

・75歳以上
・65歳以上で運転免許なし
・身体障害者、妊産婦等
・運転免許自主返納者

鳥栖市（高齢者福祉乗車券）

【概要】

高齢者や運転免許を自主返納した方に対して、路線バス（市内のバス停で
乗車又は下車するもの）で利用可能な乗車券を割安で販売

【対象者】
鳥栖市内の75歳以上の方
又は70歳以上74歳以下で
運転免許証を自主返納した方

【負担金】
5,000円分の乗車券を1,500円で販売

■ 高齢者の公共交通利用促進策の例

高齢者の公共交通機関利用促進策に対する地方公共団体の助成
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■ 高齢者の公共交通利用促進策の例
大阪府堺市（おでかけ応援制度）

【概要】
バス停からの距離に応じて500円～1,500円のタ
クシー料金の一部を助成（年間50回まで。）

愛媛県愛南町

【対象者】
満70歳以上又は満65歳以上の身体障害者等で、

乗合バスとコミュバスの停留所（フリー乗降できる
区間はその路線）から300m以上家が離れている方

■年齢以外の観点も加味した公共交通利用促進施策の例

大阪府松原市

バス停からの距離

奈良県桜井市

要介護度 特定施設の利用者

【概要】
タクシー利用に使える助成券を交付。
（申請月から1ヶ月当たり2枚を交付）
①福祉タクシー１乗車につき500円分の助成券

（要支援2以上）
②福祉リフト付きタクシー1乗車につき1,400円分

の助成券（要介護４，５の方が対象）

【概要】

高齢者総合福祉センターを利用するため、同
センターの最寄りバス停で乗降した際、運転手
に入館証を提示することでコミュニティバスの
片道の運賃が100円

【対象者】

高齢者総合福祉センターの利用者証所持者
（市内在住の60歳以上の方に発行）

【対象者】
在宅生活している65歳以上の方で介護保険制度に
おける要支援２以上の認定を受けている方

【概要】
毎年、鉄道・バス・タクシーで利用できる
助成券等を交付
対象者が自らの利用ニーズに合わせて選択可能

・次の中からニーズに合った2つを選択
1.バス・電車回数乗車券（3,000円分）
2.タクシー券（3,000円分）
3.コミュバス回数券購入助成券（3,000円分）

（※）１又は２を単独で6,000円分にすることも可

（※）その他、民間事業者が発行する企画乗車券

に対する助成券も選択可

【対象者】
70歳以上の田原市民

【概要】

堺市内の路線バスや阪堺電車において、乗降
場所のうち少なくとも一方が堺市内にある場
合、「おでかけ応援カード（ICカード）」を提示す
れば、１乗車100円で利用可能

【対象者】
65歳以上の堺市民

【負担金】
1,000円（カード発行時のみ）
※更新不要

①乗車時にカード
を読取機にタッチ

②降車時にカード
を読取機にタッチ

③現金で100円
支払う

ピッ♪ キラリ～ン♪

利用方法

おでかけ応援カード

愛知県田原市（多様なモードに対応した助成制度）

高齢者の公共交通機関利用促進策に対する地方公共団体の助成（続き）

25



○ 地域の生活交通を維持するため、タクシー事業者が地方自治体と連携して乗合タクシーの運行に積極的に取
り組んでいる。 （Ｈ28年度末：4,174コース 国土交通省調べ）

新潟県三条市 ひめさゆり

• バス路線の縮小・廃止により拡大した公共交通空白地域等において、デマンド交
通を本格運用（H23年6月～）

• デマンド交通の停留所を614か所に設置（半径300ｍに１か所）
• 三条タクシー等市内のタクシー事業者4社が連携して運行。
• 高齢者の外出機会を増大。停留所まで歩くことにより健康増進にも寄与。
• 複数乗車の場合、1人当たり400円または800円に設定。（一人乗車の場合、
距離に応じて500円～3,000円）

• 利用状況は、１日当たり286人。（H29年4月～11月までの平均値）

第一交通産業の取組

• 急峻な坂も多く、道幅も狭い楠ヶ丘地域
において、地域、事業者、行政の3者協
働の取組により乗合交通（コミュニティ交
通）を実現。(H23年11月～)

• 1回200円。
• タクシー事業者（大阪第一交通）が
運行を担っている。

• H26～H28年度の平均収支率は
75%。

コミュニティバス
（高校生通学ライナー）

路線バス
（福沢線）

幹線路線バス
（八木ヶ鼻温泉線）

コミュニティバス
（高校生通学ライナー）

路線バス
（福沢線）

三条市デマンド交通
ひめさゆり

大阪府河内長野市 くすまる

• 交通不便地域での外出支援策として積極的に「おでかけ乗合タクシー」を推進し
ており、38市町村122ルートで運行（H28年11月末時点）

• 運行ダイヤの中から乗りたい便を電話で
予約。ジャンボタクシーで各町にある停
留所と病院・スーパーなどの施設を毎日
運行。 1回500円。(H27年12月～)

• タクシー事業者（加賀第一交通）が
運行を担っている。

石川県加賀市 のりあい号

• 急峻な坂が多く道幅も
狭い

• 高齢化も進行
• 商業施設は駅前に集中

乗降場

降りのみ

地方部における乗合タクシーの導入
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○ 配車アプリを活用して、目的地が近い旅客同士をマッチングし、１台のタクシーに複数の旅客が相乗りするこ
とで、割安にタクシーを利用できるサービス。運送の効率化による生産性の向上も目指す。

実証実験の概要実証実験の概要

相乗りタクシー実証実験について
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過疎地域における貨客混載の導入円滑化に向けた規制緩和

350kg未満の荷物を運ぶことが可能
（道路運送法第82条）

350kg以上の荷物を運ぶことを可能とする
(貨物自動車運送事業の許可を取得)

※350kg未満の荷物を運ぶ場合は、今まで通り許可不要

人を運ぶことを可能とする
（旅客自動車運送事業の許可を取得）

※過疎地域に限る

350kg未満の荷物を運ぶことが可能
（道路運送法第78条第３号の許可を取得）

※過疎地域に限る

従 来 改 正 後

旅客運送に特化

貨物運送に特化
荷物を運ぶことを可能とする

(貨物自動車運送事業の許可を取得)
※過疎地域に限る

荷物を運ぶことを可能とする
(貨物自動車運送事業の許可を取得)

※過疎地域に限る

【乗合バス】

【貸切バス・タクシー】

【トラック】

【自家用有償旅客運送】

【乗合バス】 【タクシー】

【貸切バス】 【トラック】

平成30年3月現在、貨客混載許可等申請は5件提出されており、そのうち1件は、認可済

○ 自動車運送業の担い手不足と人口減少に伴う輸送需要の減少を踏まえ、自動車運送事業者が旅客又は貨
物の運送に特化してきた従来のあり方を転換し、サービスの「かけもち」を可能とした。（平成29年８月～）

従来通り従来通り
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○持続可能な移動手段の確保・維持を促進する観点からは、スクールバスについて、路線バスやコミュティバ
スとの統合や、混乗を目的とした自家用有償旅客運送への転換など、地域の実情に応じた役割分担の見
直しが重要。

※「地域公共交通の活性化及び再生の促進に関する基本方針」には、スクールバス等の路線バスへの一本化等により効率化を図ること
が重要である旨を追記。

スクールバスの地域公共交通における位置づけの見直し

スクールバス等の民間バス路線への統合

○ 長崎県対馬市の事例

路線バスと
スクールバス等の
路線が重複して、

運転手・車両の面から
非効率な運送

○ 茨城県常陸太田市の事例

路線バスへの一本化に

よる効率性向上とともに、
ダイヤや運行本数など

利便性向上も併せて図る
ことで、持続可能性を確保

民間バス
路線への

統合

交通空白地域

生徒ともに
一般住民も
乗車可能

生徒のみ
乗車

空白地域の
解消

スクールバスの一般住民も乗車可能な形態への転換

小中学校が運営するスクールバスを、
自家用有償旅客運送に転換することにより、

一般住民も乗車することを可能とし、

地域における移動手段としての機能確保を実現

スクールバスを
転換し、
混乗化

自家用有償
旅客運送

スクールバス

29



○検討プロセスのガイドライン化
⇒ 自家用有償運送を円滑に導入するための検討プロセスをガイドライン化（平成30年3

月通達）

○市町村が主体となる自家用有償運送の活用の円滑化
⇒ 持込み車両の使用や区域運行を可能とする規制緩和（平成29年8月 通達）

自家用有償運送の活用自家用有償運送の活用

○ルールの明確化
⇒ 道路運送法上の「許可・登録を要しない輸送」について、ガソリン代等の他に収受す

ることが可能な範囲を明確化（平成30年3月通達）

⇒ NPO等が自治体の車両を活用する場合について、「許可・登録を要しない輸送」に当
たることを明確化（平成29年8月通達）

許可・登録を要しない輸送（互助による輸送）の明確化許可・登録を要しない輸送（互助による輸送）の明確化

高齢者にやさしい公共交通の実現② 新たなサービスの推進
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交通事業者による
地域交通の確保

市町村による地域交通の確保
【交通事業者への運行委託】

地域公共交通会議 運営協議会

NPO等による
地域交通の確保

自家用有償旅客運送の導入の円滑化

市町村自身による地域交通の確保
【交通事業者以外への運行委託含む】

※提案内容が地域の移動ニーズに対応
していると認められないとき 等

同様の
プロセス

具体的な提案あり 具体的な提案なし

② 提案内容について協議

・地域の具体的な移動ニーズをもとに協議
・自家用有償旅客運送の提案をもとに協議 等

① 交通事業者に対し、地域の移動ニーズに対応した交通
（乗合タクシー等）の導入について提案を求める

MAX
2か月

合 意 合意に至らず

交通事業者によることが困難であることについて
協議が調ったものとみなす

④ 交通事業者への運行委託について検討

交通事業者に委託可能 交通事業者への委託困難

MAX
4か月

③ 自家用有償旅客運送について検討
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①

自家用有償旅客運送の運用の柔軟化

＋
（追加）運送の区域を定める運送も可

（現行）市町村の保有車両に限定②

○○市

○○市

○○市

（現行）路線を定める運送限定

＋
（追加） 受託した企業や

ボランティアの
持込み車両の
使用も可

32

○ 市町村が主体となる場合には、路線運行しか認められてこなかったが、区域運行も可能に
○ 持込み車両の使用はNPOが主体の場合に限られてきたが、市町村が主体となる場合も可能に



「互助」による輸送（ボランティア輸送）の明確化

許可・登録を要しない輸送の「運送の対価に当たらない市町村による支援や利用者の負担」

利用者の負担

〇実際の運送に要する
・燃料代
・道路通行料
・駐車場料金

〇任意の謝礼

× 運送の対価

市町村による支援

○○市

〇市町村の
車両を利用

○○市

×運転者の人件費

〇車両購入費
や維持管理
経費の補助

輸送を行うNPOや社会福祉法人
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・介護サービスと輸送サービスの連携

⇒ 地域における運輸部門と福祉部門の連携強化を図るため、国交省・厚労省より通達を
発出（平成29年7月通達）

⇒ 介護保険制度と連携した輸送サービスについて、関係する制度を整理したパンフレッ
トを作成・公表（平成30年3月）

福祉行政との連携福祉行政との連携

高齢者にやさしい公共交通の実現③ 福祉分野との連携
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福祉分野・公共交通分野の横断的連携の形成に向けた取組

協議体（介護保険制度）

・協議会（地域公共交通活性化再生法）

・地域公共交通会議

・運営協議会（自家用有償旅客運送）

市町村の
福祉部局

介護サービス
事業者

ＮＰＯ
社会福祉
協議会

ボランティア
団体

市町村の
交通部局

地方運輸局
（運輸支局）

利用者

バス事業者

シルバー
人材センター

公安委員会 道路管理者

社会福祉
法人

生活支援
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

タクシー
事業者

鉄道事業者

協議体 協議会等

【構成員の相互参加】 市町村レベルでの
連携イメージ

（構成員例） （構成員例）

○ 地方公共団体の交通部局と福祉部局の連携や相互理解を促進するため、国交省及び厚労省からそれぞれの地方支
分部局・地方公共団体関係部局に対し、以下のような通知を発出。

＜国土交通省＞

運輸局あてに「高齢者の移動手段の確保に向けた環境整備」（通知）を発出し、地方公共団体に対し、交通部局と福
祉部局の連携や、双方の協議会、協議体への構成員の相互参加等を周知・助言するよう指示
「地域公共交通の活性化及び再生の促進に関する基本方針」に、交通部局と福祉部局の連携に関する記載を追記

＜厚生労働省＞

「介護予防・日常生活支援総合事業のガイドライン」を改正し、福祉部局と交通部局の連携や、双方の協議体、協議
会への構成員の相互参加等を追記
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地方公共団体（市町村）の交通担当者へお願いしている事項

○地方公共団体（市町村）の内部において、交通部局の担当者と福
祉部局の担当者が直接相互に情報を交換できる体制（カウンター
パートとしての連絡先の把握、各部局内部の担当者に繋ぐための
窓口の設定等）を整備すること

○交通部局においては、高齢者の移動手段の確保を図ることが、地
域公共交通施策において重要であることを踏まえ、必要に応じ
て、福祉部局の有する高齢者の移動ニーズ、介護保険等の福祉制
度等の知見・情報の提供を受けること

○福祉部局としても、福祉サービスの一環としての旅客運送の実施
をする際に、道路運送法その他の交通施策に関する制度や運用に
ついて知見・情報の提供を受けることが必要となるため、福祉部
局の担当者から情報提供、会議参加等の依頼を受けた場合は、可
能な限り、対応に努めること
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① 道路運送法の許可・登録を要しない地域のボランティア等を活用した「互助」による輸送サービス

② 介護保険制度による移動支援への補助を活用する輸送等の交通分野と福祉分野が連携したサービス

それぞれの円滑化を図るため、関係する制度を整理し、パンフレットとして公表し、情報提供を実施。

（平成30年３月公表） http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000077.html

「高齢者の移動手段確保のための「互助」による輸送～道
路運送法上の許可・登録を要しない輸送の制度とモデ
ルについて～」

【対象】
・地方公共団体（特に市町村）の担当者
・社会福祉法人、NPO 法人や地域住民

【内容】

・道路運送法の許可・登録を要する有償運送の検
討の必要性・可能性

・輸送モデルの例示
・実施の際の留意点

等

「互助」による輸送サービス

高齢者の移動手段確保に関する各種制度の整理・情報提供

「「交通」と「福祉」が重なる現場の方々へ～高齢者支援
サービスの提供に際しての交通・福祉制度及び事業モ
デルの整理と解説～」

【対象】
・福祉関係者
・市町村の介護保険・高齢者担当部局担当者
・交通事業者
・地方公共団体（特に市町村）の交通部局担当者

【内容】
・道路運送法上の輸送サービスの類型とそれぞれ
のモデルの例示

・介護保険制度における移動支援の類型
・実施の際の留意点 等

交通分野と福祉分野が連携したサービス
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Ⅰ． 地域公共交通をめぐる諸課題

Ⅱ． 高齢者の移動手段の確保に向けた最近の動き

Ⅲ． 地域公共交通に対する取組
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改正地域公共交通活性化再生法（平成26年5月成立）の概要

関係者相互間の連携と
協働の促進 等

日常生活等に必要不可欠な
交通手段の確保等

まちづくりの観点からの
交通施策の促進

交通政策基本法（平成25年12月4日公布・施行）の具体化

地域住民の通勤・通学・買物・通院といった、日常生活を営む上での交通圏を
踏まえて公共交通ネットワークを再構築する。（Ａ市・Ｂ町・Ｃ村全体で取り組む）
拠点間や拠点と居住をネットワークで結び、移動の利便性を向上させる。
それぞれの路線の役割を明確化し、運行の効率化を図る。

地域公共交通ネットワーク再構築のイメージ

Ａ市

C村

小さな
拠点

Ｂ町

商業
施設

Ａ市

C村

小さな
拠点

Ｂ町

商業
施設

※このほか、軌道やバス、船舶の高度化に向けた
具体的な事業もあり。

改正地域公共交通活性化再生法の基本スキーム

地域公共交通を網羅的に見直し、コンパクトシティの

実現に向けたまちづくりとの連携しつつ

地域全体を見渡した面的な公共交通ネットワークの方

向性を検討。

地域公共交通網形成計画
＝地域公共交通に関するマスタープラン

事業者と協議の上、
地方公共団体が関係者と
協議会を開催し策定

⇒国土交通大臣の認定を受けたものについては、
重点的な支援

具体的な取組に向けた計画の作成

国土交通大臣が認定し、計画の実現を後押し

地域公共交通再編実施計画
＝地域公共交通を再編するために、

具体的に行う取組

地方公共団体が事業者
等の同意の下に策定

公共交通の利便性・効率性の向上を図り、持続可能な移動環境を形成

①地方公共団体（都道府県、市町村）が中心とな
り、
②まちづくりなど関連施策と連携し、
③面的な公共交通ネットワーク を再構築

ポイント

本格的な人口減少社会における地域社会の活力の維持・向上

目標
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地域公共交通網形成計画のイメージ

公共交通ネットワークを具体化・明確化する計画

40

地域にとって望ましい公共交通ネットワークのすがたを明らかにし、まちづくりなどの
関連分野と連携しつつ、面的なネットワークの形成に係る事業を記載



地域公共交通再編実施計画のイメージ

具体的な運行事業者やダイヤなど運行計画を定める計画

地域公共交通網形成計画

地域公共交通再編実施計画

策定した網形成計画にもとづき、再編に伴う各路線の運行事業者や運行経路・停留所、
運行回数、運賃体系などまで記載
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協議会を通じた関係者との連携

等

地域公共交通網形成計画の作成・実施

市町村
公共交通
事業者

道路管理者 港湾管理者

公安委員会

利用者・住民

学識経験者施設管理者

協議会の主な構成員

協議応諾義務
：公共交通事業者等、道路管理者、港湾
管理者、形成計画に定めようとする事
業を実施すると見込まれる者

日頃から当該交通を
利用し、その実情を
よく知る者の参画も
欠かせない。

構成員は、地方公共団体の判断により柔軟に追加可能。

（例：商業施設、地元企業、病院、学校、観光事業者等）

交通部局のみなら
ず、まちづくり、観

光振興、健康、福
祉、環境等を管轄す
る幅広い部局からの
参画を期待。

結果尊重義務
：協議が調った事項については、構成員
はその協議結果を尊重しなければなら
ない
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【まちづくり、観光】唐津地域公共交通再編実施計画

生活需要及び観光需要にあわせた適正な運行回数、
ルートへの見直し

病院を乗継拠点として、利用者数に合わせて枝線に分割

既存路線の延伸、運行回数の増加により、観光資源集積
地への観光客の利便性や離島航路乗場への接続を向
上。

呼子エリア 唐津市中心部

利用者が
極端に少ない

路線の重複を解消
しつつ、

幹線と支線に分割

総合病院開設

観光拠点
観光拠点 観光資源にあわ

せて延伸・増便 観光向け路線

路線の重複

生活需要に応える路線

病院

新病院設立に伴う日常生活の移動需要に対応し、路線の新設・延伸を実施
来訪者の観光資源への移動需要にも対応
利用実態を踏まえた幹線路線の統合や支線分割化を実施し、効率化を実現

【主な事業内容】

北波多エリア

43



・地域住民の中でも「真の利用者」自らが「地域検討会」において運行計画を策定・見直し。
・平成２９年度より、市内の全ての交通不便地域において導入可能にし、路線バスとのネットワーク
を構築。

・開始時より、運行ルートが大きく増加し、地域住民の「おでかけ」の手段として定着。

○高齢化が進展し、交通不便地域が多数点在する大分市におい
て、
平成16年から登録制・予約制の乗合タクシーを運行開始。
平成24年から「ふれあい交通」として本格化。

１．取組主体
○大分市地域公共交通協議会

２．多様な主体の実質的参画
○各ルートにおいて、地域住民が主体となり、大分市と運行計画の

策定・見直しを行う「地域検討会」を開催。地域住民の中の「真の
利用者」のニーズを受け止め、運行の改善につなげていく仕組み
を構築。

３．創意工夫
○各ルートごとに利用登録者数に応じた便数の上限（1週6～20便）

を設定。

４．自立的・継続性
○平成16年に4ルートから開始した取組みが現在は23ルートに

横展開。利用者増加の系統もみられる。
５．運輸局の取組
○地域内フィーダー系統確保維持費補助金により運行費の支援

大分市「ふれあい交通」の取組 （平成30年 地域公共交通優良団体
国土交通大臣表彰，九州運輸局長表彰）

地域住民主体の地域検討会

「テマ・ヒマ・オジャマ」の精神

「おでかけ」を誘発

取組の概要
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・住民代表の高岡地区乗合タクシー運行協議会が、高齢者等の交通手段の確保のため運営。
・予約を受けてから自宅や高岡中心部を運行するデマンド（予約制）タクシー。
・住民アンケートにより行き先や運行ルートを決定し、順調に利用者が増えている。

３．創意工夫
○運行ダイヤは、市中心部行きの路線バスに乗り継げるよう設定し、

待ち時 間が少なくなるよう工夫。
○地元警察署と運転免許証返納メリット制度の覚書を締結。
○待合所はスーパー、病院等の協力により施設内の待合スペースを活用。

２．多様な主体の実質的参画
○運行協議会が中心となって運営し、交通事業者と運行委託を締結。

自治体は運行経費の一部を補助するとともに、事務局機能を担っている。

４．自立性・継続性
○利用実績は年々増加しており、継続的に利用される公共交通として機能

している。（Ｈ25年度：1,379人→Ｈ29年度：4,009人）

○平成24年に高齢者等の交通手段の確保を目的に地域住民が運行協議会
を設立。自治体、交通事業者と協議を重ね平成24年10月の試験運行を経
て、翌年4月より本格運行を開始。

○運行開始前に1,000人の住民に対してアンケート調査を行い、行き先、
運行ルートを決定。

取組の概要

待合所

高岡きずな号

（平成3１年 地域公共交通優良団体
九州運輸局長表彰）宮崎市「高岡きずな号」の取組

５．運輸局の取組
○宮崎市地域公共交通会議に参画しアドバイス。

１．取組主体
○高岡地区乗合タクシー運行協議会、宮崎市、宮崎第一交通株式会社
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公共交通がもたらすメリット

（出典：筑波大学久野教授資料）

○運動する人は、運動しない人より年間10万円も医療費が低い

46

健康になる（医療費の削減） コミュニティ形成につながる

おでかけを誘発し、消費が増える

【富山市におけるマイカー利用者と公共交通利用者の消費行動比較】

○公共交通利用者はまちなかでの滞在時間が長く、消費が多い

その他（松江ノーマイカーウィーク参加者の感想）

○公共交通への取組みが、地域のコミュニティ形成にも波及

福岡県南区柏原３丁目にバスが乗り入
れたことに伴い、地区内でバスを定期的
に利用するようになった方々から

・これまで挨拶したこともなかった人と
知り合いになることができた

・日々、お互いの確認・声かけをする
ようになった

等の効果が聞かれる
※平成29年度国土交通省大臣表彰案件

○ 公共交通には、交通利便の確保の他にも、福祉や教育面等様々なメリットが存在。

○電車、バスの車窓から眺める景色が新鮮
で、松江の良さを再発見できた。

○移動中に秋の気配など自然の趣を感じ
た。また、交通事故の心配がなく、ゆったり
と移動できた。

○車だと、ついカーナビや音楽に気を取られ
てしまうが、徒歩で出かけると会話が増
え、親子の触れ合いにつながってよかっ
た。

○公共交通に興味をもっていただく


